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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間に係る「主要な経営指標等の推移」については

記載しておりません。また、関連会社を有しておりませんので、「持分法を適用した場合の投資利益」については、記載

しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、潜在株式が存在せず、また、第104期中及び第104期は１株

当たり中間(当期)純損失であるため、記載しておりません。 

４ 「１株当たり中間(年間)配当額」の中間配当額については、中間配当制度がないため、記載しておりません。 

回次 第103期中 第104期中 第105期中 第103期 第104期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 9,492,633 5,232,130 5,935,181 15,897,767 15,186,100

経常利益 (千円) 486,606 328,351 523,552 901,692 1,291,899

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(千円) 492,038 △8,542,768 517,688 904,224 △7,367,065

持分法を適用した場合の
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 10,330,000 10,330,000 1,000,000 10,330,000 10,330,000

発行済株式総数 (株) 59,000,000 59,000,000 59,000,000 59,000,000 59,000,000

純資産額 (千円) 15,088,406 6,725,106 8,423,589 15,444,558 7,902,684

総資産額 (千円) 23,669,065 17,780,326 19,241,468 25,841,722 20,353,379

１株当たり純資産額 (円) 257.21 115.65 144.87 265.60 135.91

１株当たり中間 
(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(円) 8.35 △146.91 8.90 15.42 △126.69

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 3.00 ―

自己資本比率 (％) 63.7 37.8 43.8 59.8 38.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 4,043,938 345,121 △2,157,193 3,885,370 2,765,383

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 299 1,199 197,930 △110 609,836

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △2,385,250 128,761 58,532 △710,163 145,962

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 2,516,964 4,508,156 5,653,524 4,033,073 7,554,255

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名) 
68 
〔 4〕

83
〔 3〕

83
〔 3〕

67 
〔 3〕

77
〔 3〕



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社(株式会社大京)が営んでいる事業の内容に重要な変更はありま

せん。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、大京グループからの出向者を含み、また大京グループへの出向者を除いております。 

２ 臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外書で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合はありません。労使関係は良好であります。 

  

従業員数(名) 83〔3〕 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰という不安要素はあったものの、好調な企業収益に支え

られた設備投資の拡大及び雇用環境の改善による個人消費の回復を反映して、底堅く推移しております。 

当不動産業界におきましては、分譲マンションの需要は比較的堅調に推移いたしましたが、マンション用地の価

格の上昇、顧客ニーズの多様化、同業他社との競争激化等、依然厳しい状況が続いております。 

このような事業環境のもと、当社は、主力のマンション分譲事業において「ライオンズグローベル」ブランドの

更なる浸透を目標に掲げ、お客さま重視の商品企画・サービスの充実に努め、収益力の向上及び事業基盤の強化な

どに取り組みました。 

その結果、売上高総利益率が大幅に改善して過去最高の21.0％(前年同期比2.1％増)を達成し、収益の向上に貢

献、またマンション事業用地の先行取得も順調に進捗して次期以降の商品準備も整うなど、事業は堅調に推移いた

しました。 

これにより、当中間会計期間の売上高は59億35百万円(前年同期比13.4％増)、営業利益は５億97百万円(前年同期

比55.5％増)、経常利益は５億23百万円(前年同期比59.4％増)、中間純利益は５億17百万円(前年同期は減損損失等

の計上で中間純損失85億42百万円)を計上することができました。 

① 不動産販売部門 

不動産販売事業におきましては、「ライオンズグローベル浅草雷門」を含めた「ライオンズグローベル」マン

ション４棟178戸(前年同期４棟170戸)が竣工したことに加え、当下半期の竣工予定物件７棟418戸(前年同期７棟

323戸)の建築及び販売も堅調に進捗いたしました。 

その結果、当中間会計期間の不動産販売部門の売上高は、マンション分譲の売上高193戸、58億51百万円(前年

同期162戸51億６百万円)に不動産販売関連の手数料収入20百万円(前年同期19百万円)を加えた不動産販売部門の

総売上高は58億72百万円(前年同期51億26百万円)となりました。 

また、マンション分譲の売上高総利益率は、前年同期に比べ1.9ポイント上昇して20.5％と大幅に改善し、当中

間期の業績向上に大きく寄与いたしました。 

なお、マンション分譲の当中間期における新規契約高は255戸、77億55百万円(前年同期223戸、70億58百万円)

となり、また、当中間期末における契約済未引渡残高は、190戸56億93百万円(前年同期204戸64億72百万円)とな

りました。 

これにより、マンション分譲事業の通期売上高に寄与する当中間期売上済並びに契約済未引渡残高は、372戸

111億98百万円となり、通期売上高計画の70.4％を確保し、堅調に推移しております。 

② 不動産賃貸部門 

賃貸マンションを中心とする不動産賃貸事業におきましては、賃貸マンションの有効活用、効率化を進める一

方、主力のマンション分譲事業への経営資源の集中を図るため、前事業年度から継続して賃貸マンションの適時

売却と資金回収を進めてまいりました。 

その結果、当中間会計期間の賃貸収入は、62百万円(前年同期１億６百万円)となりました。また、売上高総利

益率は、前年同期に比べ19.6ポイント上昇して40.0％と大幅に改善しております。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における「現金及び現金同等物」(以下「資金」という。)は、前事業年度末に比べ19億円減少

し、56億53百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、営業活動による資金の減少は21億57百万円(前年同期は３億45百万円の増加)となり

ました。これは主に、マンション分譲事業における引渡しが順調に推移したものの、前事業年度にマンションが

竣工し営業収入として資金化された物件の建築工事代金等の支払が当中間会計期間において決済されたことによ

り仕入債務が減少したことと、今後の事業展開に向けての積極的なマンション事業用地の取得によりたな卸資産

が増加したことなどによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、投資活動による資金の増加は１億97百万円(前年同期は１百万円の増加)となりまし

た。これは、賃貸用固定資産の売却などによるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、財務活動による資金の増加は58百万円(前年同期は１億28百万円の増加)となりまし

た。これは、金融機関への事業資金の返済と新規物件に対する事業資金の借入れがそれぞれ順調に行われ、借入

れによる収入が借入金の返済による支出を若干上回ったことによるものであります。 

  



２ 【契約及び販売の状況】 

(1) 契約実績 

マンションの契約実績は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等を含んでおりません。また、(2)販売実績も同様の表示であります。 

２ マンション共同事業物件については、共同事業各社持分比率による当社持分数量及び金額を記載しております。また、

(2)販売実績も同様の表示であります。 

  

(2) 販売実績 

販売実績は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 不動産販売は、首都圏を中心に、一般顧客向にマンションを販売しております。 

２ 不動産賃貸は、首都圏及び近畿圏にて当社が所有しているマンション等を一般顧客向に賃貸しております。 

  

区分 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

数量(戸) 金額(千円) 数量(戸) 金額(千円) 

マンション 223 7,058,164 255 7,755,464 

合計 223 7,058,164 255 7,755,464 

区分 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

数量(戸) 金額(千円) 数量(戸) 金額(千円) 

不
動
産
販
売 

マンション 162 5,106,957 193 5,851,589

その他 ― 19,048 ― 20,866

計 162 5,126,005 193 5,872,455

不
動
産
賃
貸 

不動産賃貸 ― 106,125 ― 62,726

計 ― 106,125 ― 62,726

合計 ― 5,232,130 ― 5,935,181



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に、重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社は、賃貸事業を段階的に整理・縮小する基本方針を決定致したことに伴い、賃貸固定資産は、今後最適売却条

件を探りつつ、適時、売却処分を進める予定であります。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) １ 平成17年６月28日の資本準備金の減少は、同日開催の定時株主総会決議に基づく欠損填補による取り崩しであります。 

２ 平成17年６月28日開催の定時株主総会決議に基づき、2,342,543千円については欠損の填補に充当し、残額の6,987,456千

円については、その他資本剰余金へ振替いたしました。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 144,000,000

計 144,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 59,000,000 59,000,000
東京証券取引所
市場第二部 

― 

計 59,000,000 59,000,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年６月28日 ― 59,000,000 ― 10,330,000
(注１)
△3,800,127 

―

平成17年８月10日 ― 59,000,000
(注２)
△9,330,000 

1,000,000 ― ―



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 上記の他、当社名義の株式が855,252株あります。なお、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は1.45％でありま

す。 

２ 前事業年度末現在主要株主であった株式会社公保は、当中間会計期間末では主要株主ではなくなり、丸武産業有限会社が

新たに主要株主となりました。 

３ UFJつばさ証券株式会社は、平成17年10月１日に三菱証券株式会社と合併し、三菱UFJ証券株式会社となりました。なお、

三菱証券株式会社は、平成17年９月30日現在当社株式を2,000株所有しております。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に保有していない

株式が1,000株(議決権１個)及び証券保管振替機構名義の株式が51,000株(議決権51個)含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式252株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社大京 東京都渋谷区千駄ヶ谷４丁目24－13 19,541 33.12

丸武産業有限会社 東京都新宿区西新宿８丁目５－５ 11,050 18.73

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 3,227 5.47

シービーエヌワイデイエフエイ
インターナショナルキャップバ
リューポートフォリオ 

東京都品川区東品川２丁目３－14 752 1.27

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６－４ 421 0.71

UFJつばさ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目１－３ 336 0.57

東武証券株式会社 埼玉県春日部市柏壁１丁目１－１ 318 0.54

インテグレート.メデイカル. 
システム株式会社 

大阪府大阪市北区梅田１丁目
３－１－1000 

300 0.51

グローベルス取引先持株会 東京都渋谷区千駄ヶ谷１丁目30－８ 271 0.46

有限会社共生 東京都渋谷区松濤１丁目７－10 250 0.42

株式会社共栄 東京都杉並区高井戸西２丁目11－20 250 0.42

有限会社セーフマン 東京都新宿区西新宿８丁目５－５ 250 0.42

計 ― 36,966 62.65

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  854,000 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

58,067,000
58,067 同上 

単元未満株式 普通株式  79,000 ― 同上 

発行済株式総数 59,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 58,067 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社グローベルス 

東京都渋谷区千駄ヶ谷 
一丁目30番８号 

854,000 ― 854,000 1.45

計 ― 854,000 ― 854,000 1.45

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 306 260 244 241 264 250

最低(円) 154 165 178 211 204 210



第５ 【経理の状況】 

１ 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について中央青山監査法人の中間監

査を受けております。 

  

３ 当社は、子会社を有していないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

 １  現金及び預金 4,508,156 5,653,524 7,554,255 

 ２  売掛金 34,133 30,160 29,814 

 ３  有価証券 ※２ 9,997 ― ― 

 ４  販売用不動産 1,354,970 1,026,007 1,464,968 

 ５  仕掛販売用不動産 ※２ 5,672,502 7,307,706 5,867,788 

 ６  開発用不動産 ※２ 1,193,396 1,219,050 1,414,228 

 ７  前渡金 ― 106,600 ― 

 ８  繰延税金資産 4,461 689,577 695,740 

 ９  未収入金 122,161 29,430 96,139 

 10  その他 252,396 312,769 162,748 

    貸倒引当金 △537 △53 △977 

   流動資産合計 13,151,638 74.0 16,374,773 85.1 17,284,708 84.9

Ⅱ 固定資産   

 １ 有形固定資産   

  (1) 建物 ※１ 1,018,959 860,498 982,152 

  (2) 土地 1,493,497 562,315 648,752 

  (3) その他 ※１ 2,314 538 2,083 

計 2,514,770 14.1 1,423,351 7.4 1,632,988 8.0

 ２ 無形固定資産 5,879 0.0 5,239 0.0 5,559 0.0

 ３ 投資その他の資産   

  (1) 投資有価証券 ※２ 13,508 32,965 26,975 

  (2) 繰延税金資産 2,028,124 1,339,070 1,335,333 

  (3) その他 167,656 77,055 100,918 

    貸倒引当金 △101,251 △10,986 △33,103 

計 2,108,037 11.9 1,438,104 7.5 1,430,123 7.1

   固定資産合計 4,628,687 26.0 2,866,695 14.9 3,068,671 15.1

   資産合計 17,780,326 100 19,241,468 100 20,353,379 100 

    



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

 １  支払手形 2,562,041 2,573,907 4,096,349 

 ２  買掛金 ― 57,200 187,480 

 ３  工事未払金 640,282 502,405 681,862 

 ４  短期借入金 ※２ 324,000 125,000 128,000 

 ５  １年内返済予定の 
    長期借入金 

※２ 3,145,400 4,840,826 3,697,471 

 ６  未払法人税等 165,543 10,795 33,473 

 ７  前受金 530,364 371,040 235,200 

 ８  賞与引当金 10,467 15,700 9,040 

 ９  その他 204,456 277,449 259,572 

   流動負債合計 7,582,555 42.6 8,774,324 45.6 9,328,449 45.8

Ⅱ 固定負債   

 １  長期借入金 ※２ 3,404,962 1,985,600 3,066,826 

 ２  退職給付引当金 20,822 24,150 18,729 

 ３  その他 46,880 33,805 36,690 

   固定負債合計 3,472,664 19.6 2,043,555 10.6 3,122,245 15.4

   負債合計 11,055,220 62.2 10,817,879 56.2 12,450,695 61.2

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 10,330,000 58.1 1,000,000 5.2 10,330,000 50.7

Ⅱ 資本剰余金   

 １ 資本準備金 3,800,127 ― 3,800,127 

 ２ その他資本剰余金 ― 6,987,456 ― 

    資本剰余金合計 3,800,127 21.4 6,987,456 36.3 3,800,127 18.7

Ⅲ 利益剰余金   

 １ 利益準備金 18,000 ― 18,000 

 ２ 任意積立金 
    別途積立金 800,000 ― 

  
800,000 

 ３ 中間未処分利益 
   又は中間(当期) 
   未処理損失(△) 

△8,136,373 517,688 △6,960,670 

    利益剰余金合計 △7,318,373 △41.2 517,688 2.7 △6,142,670 △30.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,789 0.0 8,530 0.0 4,993 0.0

Ⅴ 自己株式 △89,437 △0.5 △90,087 △0.4 △89,766 △0.4

   資本合計 6,725,106 37.8 8,423,589 43.8 7,902,684 38.8

   負債及び資本合計 17,780,326 100 19,241,468 100 20,353,379 100 

    



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    5,232,130 100 5,935,181 100   15,186,100 100

Ⅱ 売上原価    4,243,525 81.1 4,688,703 79.0   12,425,447 81.8

    売上総利益    988,605 18.9 1,246,478 21.0   2,760,652 18.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    604,245 11.6 648,921 10.9   1,344,115 8.9

    営業利益    384,359 7.3 597,556 10.1   1,416,536 9.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  16,972 0.4 13,796 0.2   28,130 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  72,981 1.4 87,801 1.5   152,767 1.0

    経常利益    328,351 6.3 523,552 8.8   1,291,899 8.5

Ⅵ 特別利益 ※３  9,075 0.2 ― ―   35,468 0.2

Ⅶ 特別損失 ※4,6  10,740,570 205.3 3,963 0.1   10,698,408 70.4

    税引前中間純利益 
    又は税引前中間 
    (当期)純損失(△) 

   △10,403,143 △198.8 519,588 8.7   △9,371,040 △61.7

    法人税、住民税 
    及び事業税   147,398   1,900 3,800   

    法人税等調整額   △2,007,774 △1,860,375 △35.5 ― 1,900 0.0 △2,007,774 △2,003,974 △13.2

    中間純利益 
    又は中間(当期) 
    純損失(△) 

   △8,542,768 △163.3 517,688 8.7   △7,367,065 △48.5

    前期繰越利益    406,394 ―   406,394 

    中間未処分利益 
    又は中間(当期) 
    未処理損失(△) 

   △8,136,373 517,688   △6,960,670 



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

 １ 税引前中間純利益 
   又は税引前 
   中間(当期)純損失(△) 

 △10,403,143 519,588 △9,371,040

 ２ 減価償却費  47,184 7,420 55,744

 ３ 減損損失  10,475,950 ― 10,475,950

 ４ 貸倒引当金の増減額  240 △336 731

 ５ 賞与引当金の増減額  △29,698 6,659 △31,126

 ６ 退職給付引当金の増減額  4,715 5,420 2,623

 ７ 受取利息及び受取配当金  △2,546 △122 △2,732

 ８ 支払利息  72,840 80,791 141,505

 ９ 固定資産の売却損益  ― 3,963 △26,393

 10 固定資産の除却損  125 ― 7,160

 11 投資有価証券評価損  149,997 ― 150,000

 12 会員権評価損  114,496 ― 65,296

 13 売掛金及び前受金の増減額  343,640 134,815 52,794

 14 たな卸資産の増減額  △267,168 △912,378 △512,320

 15 仕入債務の増減額  △37,590 △1,832,179 1,725,778

 16 前払費用関係の増減額  △44,938 △156,127 56,548

 17 未収入金関係の増減額  23,243 67,759 102,430

 18 その他  △26,787 27,864 18,084

小計  420,560 △2,046,861 2,911,036

 19 利息及び配当金の受取額  2,539 94 2,695

 20 利息の支払額  △74,179 △76,954 △144,548

 21 法人税等の支払額  △3,800 △33,473 △3,800

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー 

 345,121 △2,157,193 2,765,383

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

 １ 有形固定資産の取得による 
   支出 

 ― ― △311

 ２ 有形固定資産の売却による 
   収入 

 900 198,573 612,247

 ３ 有価証券の償還による収入  ― ― 10,000

 ４ 投資有価証券の取得による 
   支出 

 ― ― △9,726

 ５ 貸付による支出  ― △1,000 △2,900

 ６ 貸付金の回収による収入  299 356 526

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー 

 1,199 197,930 609,836



  

  

    
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

 １ 短期借入れによる収入  49,000 125,000 177,000

 ２ 短期借入金の返済による 
   支出 

 ― △128,000 △324,000

 ３ 長期借入れによる収入  1,561,491 1,985,600 4,738,317

 ４ 長期借入金の返済による 
   支出 

 △1,309,900 △1,923,471 △4,272,791

 ５ 自己株式の取得による支出  △187 △320 △516

 ６ 配当金の支払額  △171,641 △275 △172,046

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー 

 128,761 58,532 145,962

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  475,083 △1,900,730 3,521,181

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 4,033,073 7,554,255 4,033,073

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 4,508,156 5,653,524 7,554,255

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   償却原価法(定額法) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部資本直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

     時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

――――― ――――― 

  (2) たな卸資産 

  販売用不動産、仕掛販

売用不動産及び開発用

不動産 

  個別法による原価法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法(法人税法に規

定する耐用年数及び残存

価額によっておりま

す。) 

  但し、賃貸用建物は定

額法によっております。 

  なお、建物について

は、平成10年度の税制改

正により耐用年数の短縮

が行われておりますが、

改正前の耐用年数を継続

して適用しております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

定額法 

なお、ソフトウェアに

ついては、社内における

利用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用してお

ります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  金銭債権等の貸倒損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

よる計算額を計上し、貸

倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員への賞与支給に

充てるため、支給見込額

に基づき計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における簡便法による退

職給付債務の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における簡便法による退

職給付債務の額に基づき

計上しております。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キャ

ッシュ・フロー計算

書)における資金の

範囲 

 手許現金及び随時引き出

し可能な預金からなってお

ります。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。 

  なお、仮払消費税等と

仮受消費税等は相殺し、

その差額は流動負債の

「その他」に含めて表示

しております。また、た

な卸資産に係る控除対象

外消費税等は、当中間会

計期間の負担すべき期間

費用として処理しており

ます。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

  税抜きの会計処理を行

っております。 

  また、たな卸資産に係

る控除対象外消費税等は

当事業年度の負担すべき

期間費用として処理して

おります。 



会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日)が平成

16年３月31日に終了する会計年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当中間会計期間

から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これにより税引前

中間純損失は10,475,950千円増加し

ております。なお、減損損失累計額

については、改正後の中間財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直

接控除しております。 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))および「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用しております。 

 この変更により減損損失を

10,475,950千円計上しております。 

 なお、減損損失を計上した資産の

一部を当事業年度末までに売却した

ため、固定資産売却損益への影響を

考慮すると、税引前当期純損失への

影響は7,593,874千円(増加)であり

ます。 

 また、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。 



追加情報 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(外形標準課税) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に交付され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割(18,156千円)につい

ては、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が18,156千円増加し、営業利益、経

常利益が18,156千円減少、税引前中

間純損失が18,156千円増加しており

ます。 

  

(所有目的の変更) 

 所有目的の変更により販売用不動

産から建物へ21,676千円、土地へ

11,873千円振替えております。 

――――― (外形標準課税) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に交付され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割29,673千円を販売費及び

一般管理費に計上しております。 

  

  

  

  

  

  

  

(所有目的の変更) 

 所有目的の変更により販売用不動

産から建物へ21,676千円および土地

へ11,873千円、土地から開発用不動

産へ280,965千円それぞれ振替えて

おります。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の 千円

   減価償却累計額 1,174,402

※１ 有形固定資産の 千円

   減価償却累計額 976,240

※１ 有形固定資産の 千円

   減価償却累計額 1,096,914

※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 

  千円

仕掛販売用 
不動産 

5,672,502

開発用不動産 1,193,396

計 6,865,898

  千円

仕掛販売用
不動産 

6,933,120

開発用不動産 1,202,821

計 8,135,942

  千円

仕掛販売用 
不動産 

5,867,788

開発用不動産 1,118,607

計 6,986,396

   上記に対応する債務    上記に対応する債務    上記に対応する債務 

   また、上記のほか、営業保証

供託金として有価証券9,997

千円を差し入れております。 

  千円

短期借入金 324,000

１年内 
返済予定の 
長期借入金 

1,693,000

長期借入金 3,404,962

   また、上記のほか、営業保証

供託金として投資有価証券

9,780千円を差し入れており

ます。 

  千円

短期借入金 125,000

１年内
返済予定の 
長期借入金 

4,590,826

長期借入金 1,985,600

   また、上記のほか、営業保証

供託金として投資有価証券

9,753千円を差し入れており

ます。 

  千円

短期借入金 128,000

１年内
返済予定の 
長期借入金 

3,697,471

長期借入金 3,066,826

 ３ 保証債務 

   一般顧客(96名)の住宅購入民

間ローン債務につき、融資元

金融機関の債権保全抵当権設

定登記完了までの期間、当社

が融資元金融機関に負う連帯

保証債務 

千円 

2,075,900 

 ３ 保証債務 

   一般顧客(141名)の住宅購入

民間ローン債務につき、融資

元金融機関の債権保全抵当権

設定登記完了までの期間、当

社が融資元金融機関に負う連

帯保証債務 

千円 

2,808,000 

 ３ 保証債務 

   一般顧客(144名)の住宅購入

民間ローン債務につき、融資

元金融機関の債権保全抵当権

設定登記完了までの期間、当

社が融資元金融機関に負う連

帯保証債務 

千円 

3,373,300 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち重要なもの
  千円
受取利息 2,501
ローン事務手数料 4,841

※１ 営業外収益のうち重要なもの
  千円
受取利息 77
ローン事務手数料 6,450

※１ 営業外収益のうち重要なもの
千円

受取利息 2,682
ローン事務手数料 14,275

※２ 営業外費用のうち重要なもの
  千円
支払利息 72,840

※２ 営業外費用のうち重要なもの
  千円
支払利息 80,791

※２ 営業外費用のうち重要なもの
千円

支払利息 141,505
※３ 特別利益の内訳 

  千円
賞与引当金戻入益 9,075

※３ 特別利益の内訳
――――― 

※３ 特別利益の内訳 
千円

固定資産売却益 26,393
賞与引当金戻入益 9,075
計 35,468

※４ 特別損失の内訳 
  千円
固定資産 
除却損 

125

減損損失 10,475,950
投資有価証券 
評価損 

149,997

会員権評価損 114,496
計 10,740,570

※４ 特別損失の内訳
  千円
固定資産売却損 3,963

※４ 特別損失の内訳 
千円

固定資産
除却損 

7,160

減損損失 10,475,950
投資有価証券 
評価損 

150,000

会員権評価損 65,296
計 10,698,408

 ５ 減価償却実施額 
  千円
有形固定資産 46,864
無形固定資産 320
計 47,184

 ５ 減価償却実施額
  千円
有形固定資産 7,100
無形固定資産 320
計 7,420

５ 減価償却実施額 
千円

有形固定資産 55,104
無形固定資産 640
計 55,744

※６ 減損損失 
 当中間会計期間において、当社は
以下の資産グループについて減損損
失を計上しております。 

(千円) 

 当社はキャッシュ・フローを生み
出す最小単位として、原則として１
物件毎を基本単位としてグルーピン
グしております。 
 賃料水準の下落及び継続的な地価
の下落により、収益性が著しく低下
した賃貸用不動産28件の帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失(10,475,950千円)とし
て特別損失に計上致しました。その
内訳は、土地6,748,950千円、建物
3,725,346千円、その他1,653千円で
す。 
 なお、当資産グループの回収可能
価額は使用価値あるいは正味売却価
額により測定しております。使用価
値は、将来キャッシュ・フローを
５％で割り引いて計算しておりま
す。また、正味売却価額は主として
不動産鑑定士による鑑定評価額を使
用しております。 

地域 主な用途 種類 減損損失

首都圏 
主に賃貸マンシ

ョン 
計15件 

土地及び 
建物等 7,633,515

近畿圏 賃貸マンション 
計12件 

土地及び 
建物等 2,811,601

その他 賃貸用不動産 
計１件 

土地及び 
建物等 30,834

合計 10,475,950

※６ 減損損失
――――― 

※６ 減損損失
 当社は以下の資産グループについ
て減損損失を計上いたしました。 

(千円) 

 当社はキャッシュ・フローを生み
出す最小単位として、原則として１
物件毎を基本単位としてグルーピン
グしております。 
 賃料水準の下落及び継続的な地価
の下落により、収益性が著しく低下
した賃貸用不動産28件の帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失(10,475,950千円)とし
て特別損失に計上いたしました。そ
の内訳は、土地6,748,950千円、建
物3,725,346千円、その他1,653千円
です。 
 なお、当資産グループの回収可能
価額は使用価値あるいは正味売却価
額により測定しております。使用価
値は、将来キャッシュ・フローを
５％で割り引いて計算しておりま
す。また、正味売却価額は主として
不動産鑑定士による鑑定評価額を使
用しております。 

地域 主な用途 種類 減損損失 

首都圏

主に賃貸マンシ

ョン 
計15件

土地及び 
建物等 7,633,515

近畿圏
賃貸マンション

計12件

土地及び 
建物等 2,811,601

その他
賃貸用不動産

計１件

土地及び 
建物等 30,834

合計 10,475,950



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

(平成16年９月30日現在) (平成17年９月30日現在) (平成17年３月31日現在) 

  千円

現金及び預金勘定 4,508,156

預入期間が３か月を
超える定期預金 

―

現金及び現金同等物 4,508,156

  千円

現金及び預金勘定 5,653,524

預入期間が３か月を
超える定期預金 

―

現金及び現金同等物 5,653,524

  千円

現金及び預金勘定 7,554,255

預入期間が３か月を
超える定期預金 

―

現金及び現金同等物 7,554,255



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

    有形固定資
産(その他) 

    千円

取得価額 
相当額 

 
6,829 

減価償却 
累計額 
相当額 

 

3,073 

中間期末 
残高 
相当額 

 

3,756 

  有形固定資
産(その他)

   千円

取得価額
相当額 

13,164 

減価償却
累計額 
相当額 

4,782 

中間期末
残高 
相当額 

8,381 

有形固定資
産(その他) 

   千円

取得価額
相当額 

6,829 

減価償却
累計額 
相当額 

3,756 

期末残高
相当額 

3,073 

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高の有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

同左    なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高の有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  千円

１年以内 1,365 

１年超 2,390 

計 3,756 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  千円

１年以内 3,520 

１年超 4,860 

計 8,381 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

  千円

１年以内 1,365 

１年超 1,707 

計 3,073 

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

同左    なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高の有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  千円

 支払リース料 682 

 減価償却費相当額 682 

  千円

 支払リース料 1,205 

 減価償却費相当額 1,205 

  千円

 支払リース料 1,365 

 減価償却費相当額 1,365 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

区分 
中間貸借対照表計上額

(千円) 
時価
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 満期保有目的の債券  

国債・地方債等 9,997 9,999 2

計 9,997 9,999 2

区分 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(2) その他有価証券  

株式 8,802 13,505 4,702

計 8,802 13,505 4,702

内容 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 

3

計 3

区分 
中間貸借対照表計上額

(千円) 
時価
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 満期保有目的の債券  

国債・地方債等 9,780 9,763 17

計 9,780 9,763 17

区分 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(2) その他有価証券  

株式 8,802 23,185 14,382

計 8,802 23,185 14,382



前事業年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

区分 
貸借対照表計上額

(千円) 
時価
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 満期保有目的の債券  

国債・地方債等 9,753 9,788 34

計 9,753 9,788 34

区分 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(2) その他有価証券  

株式 8,802 17,222 8,419

計 8,802 17,222 8,419



(デリバティブ取引関係) 

  

  

(持分法損益等) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利

用しておりませんので、該当事項は

ありません。 

同左 同左 

前中間会計期間末 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当社は、関連会社を有していないた

め持分法損益等については該当事項

はありません。 

同左 同左 



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在せず、また、前中間会計期間及び前事業年度

は、１株当たり中間(当期)純損失であるため記載しておりません。 

２ １株当たり中間純利益又は１株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 115円65銭 144円87銭 135円91銭 

１株当たり中間純利益 

又は中間(当期)純損失(△) 
△146円91銭 8円90銭 △126円69銭 

    
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間純利益 
又は中間(当期)純損失(△) 

(千円) △8,542,768 517,688 △7,367,065 

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ― ― 

普通株式に係る中間純利益 
又は中間(当期)純損失(△) 

(千円) △8,542,768 517,688 △7,367,065 

普通株式の期中平均株式数 (株) 58,149,809 58,146,441 58,149,076 



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 臨時報告書 
証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関す
る内閣府令第19条第２項第12号及び第19号財政状態及び経
営成績に著しい影響を与える事象の規定に基づく臨時報告
書 

    
平成17年５月19日 
関東財務局長に提出 

  
(2) 
  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

  
事業年度 
(第104期) 

  
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出 

  
(3) 

  
臨時報告書 
証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関す
る内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に
基づく臨時報告書 

    
  
平成17年９月５日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

株 式 会 社 グ ロ ー ベ ル ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社グローベル

スの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１０４期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年

９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社グローベルスの平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１

６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」を適用して中間財務諸表

を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 林   秀市郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 井 靜 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柳 井 浩 一 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

株 式 会 社 グ ロ ー ベ ル ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社グローベル

スの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１０５期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社グローベルスの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１

７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 井 靜 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柳 井 浩 一 
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